第９章　建設および住居
概況
　大阪府における宅地開発は、経済の発展に伴う工場用地や、人口増加とそれを上回る世帯の細分化による住宅用地の需要増から、48年までは活発に行われ、都市化の進展がみられたが、48年末から49年初の石油ショックによる日本経済の成長の停滞により、49年中に着工された総建築物は５万8,802棟、1,160万平方メートルで、48年と比べると棟数で26.9パーセント、面積では42.7パーセントの大巾な減少となった。総建築物数の延面積のうち８割は民間部門によるものであるが、これが48年より半減に近い46.2パーセントの減少をみている。
　また新設住宅の着工状況も、48年中の15万5,000戸に対して８万3,000戸と半減に近く、なかでも貸家については２万7,000戸と48年中の半分にも満たない。
住宅事情
　昭和48年10月１日現在の大阪府下における住宅事情を､住宅統計調査によってみると､住宅総数は253万7,700戸で、43年からの５年間に56万4,600戸（28.9パーセント）増加しており、同期間の世帯数の増加34万8,000世帯を上回り、世帯総数242万世帯より多く、数の上では１世帯１住宅は達成されていることになる。しかし同居世帯と住宅以外の建物に居住する世帯が、43年の５万2,000世帯より少なくなったとはいえ、まだ３万3,000世帯を数えている。
　また空家の16万6,000戸を含めて､居住世帯のない住宅が24万戸あり、居住世帯のある住宅は229万7,800戸になっている。このうち腐朽破損があって、小修理を要するものから､危険又は修理不能のものの合計は､43年の24万8,600戸から27万4,000戸に増えているが、６畳未満で２人以上、12畳未満で４人以上という過密居住の世帯は43年の25万6,000世帯から19万8,000世帯に減少している。
　居住水準を示す指標として１人当りの畳数の推移をみると、33年3.62畳、38年4.02畳、43年4.63畳、48年5.55畳と徐々に好転してきている。しかしこの１人当り畳数を住宅の所有関係別にみると、持家の6.87畳に対して借家が4.32畳となり、特に民営借家の設備共用住宅では3.93畳とかなり低い。また１住宅当り延べ面積をみても大阪府平均57.69平方メートル、持家が89.29平方メートル、借家が35.93平方メートル、うち設備共用の民営借家は14.84平方メートルとなっており、設備共用の民営借家は持家の６分の１、平均からみても４分の１の広さである。
　つぎに府県別にみて持家の割合が50パーセント以下、いわゆる借家の割合が50パーセントを上回る府県は東京都60.6パーセント、大阪府59.2パーセント、北海道52.6パーセント、神奈川県の52.0パーセントである。また１人当り畳数の多いのは石川県、富山県が９畳を越え、少ないのは沖繩県の4.47畳を最低にして、６畳未満が東京都、大阪府、神奈川県、埼玉県、長崎県である。
着工建築物
昭和49年中に着工された全建築物は、棟数、面積とも大巾に減少しているが、この着工量を建築主別の割合でみると、民間部門が棟数で96.2パーセント、面積で82.0パーセント、金額で78.2パーセントを占め、そのうち個人によるものが棟数で60.3パーセントを占めている。この民間部門の棟数を前年と比較すると27.5パーセントの減、個人も23.0パーセントの減となっている。
　次に構造別にみると、棟数で木造が68.9パーセントと半数以上を占めているが、面積では30パーセントの割合である。前年と比較すると木造が26.1パーセントの減に対して、鉄筋コンクリート造りは35.3パーセントの減を示している。
　用途別に最も前年より減少の大きいのは産業用のうちの鉱工業用で、棟数が31.7パーセント、面積が42.5パーセントの減少となっており、石油ショック以来の経済の低成長による影響が大きくあらわれていることがわかる。
住宅着工状況
昭和49年中の新設住宅の着工状況は、48年中の46.6パーセント減と半減に近い８万2,600戸であるが、これを利用関係別にみると、持家が15.9パーセント減の１万9,700戸に対して貸家が55パーセント減と半減以上減少して２万7,400戸、給与住宅が46.0パーセント減の1,900戸、その他が49.8パーセント減の３万3,500戸となっている。この結果持家の総数に対する割合は48年の15.1パーセントから23.8パーセントにそのウェイトを高めたが、貸家は同39.4パーセントから33.2パーセントへと小さくなった。
　またこれを資金別にみると、民間資金によるものと公営住宅で半減以上の減少をみせている。
　次に１戸当りの延べ面積では、47年にそれまでの50平方メートル台から60平方メートル台になり、更に49年には71.8平方メートルと70平方メートル台となった。これの利用関係別では、持家が109.3平方メートルと、48年より若干小さくなったとはいえ常に100平方メートルを越えているが、貸家では48.3平方メートルと、48年の50.5平方メートルより小さくなって半分以下の広さしかない。また給与住宅ではその中間の73.7平方メートルとなっている。
